
資料 １ 

次期５か年計画開始に向けた制度の検討について 

 
１ 財政面の支援（市民事業支援補助金）のあり方 

(1) 補助制度の要件 
① 対象団体 
 
 
② 部門（定着、高度化） 
 
 
③ 申請区分（森林、間伐、河川・地下水、その他特別対策事業、普及啓

発、調査研究、資機材） 
 
 
④ 補助額（上限額、補助率） 
 
 
⑤ 対象経費 
 
 

(2) 補助対象事業の選考 
① 一次選考 
 
 
② 二次選考 

 

 

２ 財政面以外の支援のあり方 

(1) 市民事業交流会 
 
 
(2) 公開プレゼン 
 
 
(3) 県ホームページ 
 
 
(4) その他の支援 
・ 連携先（補助団体同士、研究機関等）の斡旋 
・ 顕彰制度等 


